
環境報告書の作成に当たって

● 対象範囲 国立大学法人東海国立大学機構
 岐阜大学 柳戸地区・加納地区等国内全地区
 名古屋大学 東山・鶴舞・大幸
  東郷等国内全地区

● 対象期間 2020年4月 ～ 2021年3月
 （但し、一部の内容については対象期間以外の
  取組も含みます）

● 発行期日 2021年9月30日

　本報告書は、東海国立大学機構の環境に関する幅広
い取組を広く内外に公表することを目的としています。
　なお、「環境情報の提供の促進等による特定事業者
の環境に配慮した事業活動の促進に関する法律（環境
配慮促進法）」に準拠し、環境省の「環境報告ガイドラ
イン（2018年度版）」を参考に作成しています。
　また、持続可能な開発目標（SDGs）の「世界を変え
るための17の目標」で示されている下記のアイコンを関
連する記事に示しています。
（https://www.env.go.jp/earth/sdgs/index.html）

C O N T E N T S P R O C E S S

機構長あいさつ

機構長×副機構長 対談

東海国立大学機構のあゆみ

TOPICS

　　東海国立大学機構概要

　　環境管理体制と環境方針

　　環境研究

　　環境教育

　　環境に関する社会貢献活動

　　環境マネジメントデータ

　　評価

赤﨑勇 名古屋大学特別教授を偲んで
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東海国立大学機構のあゆみ

2018年  ４月 岐阜大学・名古屋大学が法人統合に向けた初協議
2018年１２月 東海国立大学機構設立に向けた基本合意締結
2019年  ５月 「学校教育法等の一部を改正する法律」の成立
2019年  ６月 パンフレット「国立大学法人東海国立大学機構 START！」を作成
2019年  ９月 合同機構長選考会議において初代機構長候補者に松尾名古屋大学総長を選考
2019年  ９月 「東海国立大学機構スタートアップビジョン」の策定
2019年１０月 文部科学大臣が松尾名古屋大学総長を機構長に指名
2020年  4月 東海国立大学機構設立
2020年  9月 糖鎖生命コア研究拠点の「ヒューマングライコームプロジェクト」が学術研究の大型プロジェクトの
 推進に関する基本構想ロードマップ2020に掲載
2021年  1月 糖鎖生命コア研究所を開設
2021年  3月 「デジタルを活用した大学・高専教育高度化プラン」実施機関として採択
2021年  4月 航空宇宙生産技術開発センター開所

問い合わせ先

国立大学法人東海国立大学機構
施設統括部環境安全課

〒464-8601 愛知県名古屋市千種区不老町
TEL：052-789-2116
E-mail: e-report@thers.ac.jp

岐阜大学 環境対策室（管理部施設課）

〒501-1193 岐阜県岐阜市柳戸1番1
TEL：058-293-2118
E-mail: gjfa01016@jim.gifu-u.ac.jp

名古屋大学 管理部施設課

〒464-8601 愛知県名古屋市千種区不老町
TEL：052-788-6267
E-mail: e-report@adm.nagoya-u.ac.jp

https://www.thers.ac.jp/
国立大学法人東海国立大学機構ホームページ

活動の深化に伴い、機構直轄の研究拠点
情報等を発信していきます。
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環境コミュニケーションのあゆみ

初の東海国立大学機構「環境報告書」の発行

2018 静岡大学×岐阜大学×
名古屋大学

（於 岐阜大学）

2020 静岡大学×浜松医科大学
×岐阜大学×名古屋大学

（オンライン開催）

2017 岐阜大学×名古屋大学
（於 岐阜大学）

2019 三重大学×岐阜大学×名古屋大学
（於 三重大学）

2020年までは岐阜大学（以下、岐大）と名古屋大学（以下、名大）がそれぞれ環境報告書を発行してきました。この度、機構及
び両大学の情報を統合し、東海国立大学機構の環境報告書を新たに発行する運びとなりました。本報告書は記念すべき第一号と
なります。
本報告書では、機構長×副機構長（P.2 〜 5参照）、岐大生×名大生（P.56〜 57参照）、編集長（岐大）×編集長（名大）（P.65参照）

の対談や研究に関するクロスインタビュー（P.27・31参照）など、統合したからこそできる新たな試みに多く挑戦しています。
また、岐大と名大は2017年度より他大学と共に「環境コミュニケーション」として互いの大学の環境報告書に対する意見交換会

を行ってきました。本報告書は各大学の報告書の良いところを取り入れ、若い世代の意見を反映させるため多数の学生が編集に
携わることにより、今までの各大学の報告書をより発展させた新たな１冊となりました。
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